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１ 災害対策の推進について 

 

（１）災害時に避難所となる施設の耐震化の促進に係る「埼玉県建築

物耐震改修等事業制度」の見直しについて 

災害時においては、学校や公会堂は避難所等として活用され、病

院では災害による負傷者の治療が、庁舎では被害情報収集や災害対

策指示が行われるなど、それぞれの活動の拠点として活用されます。 

このため、このような施設は、平常時の利用者の安全確保だけで

はなく、災害時の拠点施設としての機能確保の観点からも施設の耐

震性の確保が求められています。 

 このような中、埼玉県では多数の人が利用する民間建築物を対象

に、耐震診断・耐震改修に関する補助制度である「埼玉県建築物耐

震改修等事業」を実施しています。 

しかしながら、この事業の補助対象となる建築物の規模のハード

ルが高いため、規模が小さい公会堂や集会場は耐震化対策を図るこ

とができないまま、避難所として利用せざるを得ない状況にありま

す。 

   つきましては、避難所に指定されている施設については、耐震性の確保

が重要であることから、町村が必要と認める小規模退避所等に耐震診断及

び耐震改修等に関する補助制度が活用できるよう制度の見直しを要望い

たします。 

 

（２）防災行政無線（固定系）施設設備更新について 

   東日本大震災は、各自治体に対して住民への災害情報の伝達の重要性を

改めて認識させるなど、多くの教訓を残しました。 

 住民への重要な災害情報の伝達手段である防災行政無線（固定系）につ

いては、多くの町村が整備後２０年以上を経過しており、老朽化した施設

の改修が喫緊の課題となっているところです。 

   修繕を毎年実施しており、老朽化による部品の劣化や調達が困難なこと、

古い形のバッテリーのため消耗が著しく早いこと等により、通常の使用に

も支障をきたしているところです。 
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   しかしながら、町村単独での更新は、予算の面から厳しい状況であり、

加えて、防衛省、農林水産省等の補助金では使用に適したものがなく、総

務省の起債のみがあるような状態です。 

   つきましては、今後も想定される関東近県を震源とする南関東直下地震

や台風など風水害に対する町村の防災力を向上させるため、防災行政無線

のデジタル化などを含む施設設備の更新・整備に関する新たな助成制度の

創設を要望いたします。 

 

（３）消防の広域化について 

市町村の消防広域化については、平成２０年３月に作成された「埼

玉県消防広域化推進計画」に基づき、５年間にわたり各市町村や消防

本部において検討協議が実施され、平成２５年３月までに２つのブロ

ックにおいて、結実しております。 

     しかし他の多くのブロックでは、その進捗は遅々としており、同計

画がさらに５年間延長された現状においても、実現については困難が

予想されます。 

     消防の広域化は、①多様化・大規模災害への対応、②市町村の行財

政効率化、③高齢化社会の到来による救急需要の増大などを背景とし

て策定され、住民の生命や生活に大きな影響を及ぼす分野であり、地

域住民最優先の事務として遂行しなくてはならないと考えます。 

これからの５年間は、この推進計画の最終仕上げとなるよう地域の

実情を尊重しつつ、毎年各ブロックにおける進捗状況の公表や推進計

画に対する取り組みによる新たな優遇施策などにより推進計画の実現

に向けた機運が高まり、遅くとも平成３０年３月には、７２０万県民

が安心・安全に生活できる道筋ができますようお願いいたします。 
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２ 町村自治の確立について 

 

  町村は、長い歴史が育んできた独自の文化を守りながら食料の安定供給や

水源の涵養、地球温暖化対策に資する森林の整備・保全等国民生活にとって

重要な役割を担い続けてきました。 

   しかしながら、人口の減少、少子高齢化の進行や地域産業の衰退等町村を

取り巻く環境は依然として厳しく、危機的な状況にあります。 

こうした課題に適切に対応し、町村が発展し続けるために、住民に身近な

行政は地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするとともに、魅

力あふれる地域を創るために、町村が自らの発想で特色を持った地域づくり

ができるようにするための仕組みにしなければなりません。 

つきましては、町村がこれまで果たしてきた役割を十分に認識し、分権型

社会を構築するため、引き続き、次の事項について国に要望するとともに、

県においても更なる推進をお願いいたします。 

ア 国と地方の役割分担の一層の明確化と権限の移譲を推進すること。 

イ 義務付け・枠付けの廃止・縮小と条例制定権を拡大すること。その際、

町村が条例化に向けて検討が行えるよう適切な情報提供を行うこと。 

ウ 都道府県から町村への権限移譲については、それぞれの都道府県と町

村の自主性に委ねること。 

エ 国と地方の二重行政の解消等による行政の簡素化をはかること。 

オ 道州制は絶対に導入しないこと。 
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３ 町村財政の充実強化について 

  

三位一体改革の結果、町村は地域間格差が拡大し、極めて厳しい財政運営を

強いられ、深刻な経済・雇用情勢と相まって、地域の疲弊が深刻化しています。 

こうした中、地域の自主性及び自立性を高めるための改革、税制の中長期的

課題等に取り組むとされていますが、町村がより自主的・主体的な地域づくり

に取り組むとともに、地域の実情に応じた社会保障サービスや住民の命を守る

防災・減災対策を実施するためには、地方の社会保障財源の安定的確保、税源

配分のあり方の見直しと偏在性の少ない安定的な地方税体系の構築、地方交付

税率の引き上げなど、地方自主財源の大幅な拡充による町村財政基盤の確立が

不可欠です。 

つきましては、次の事項について国に要望するようお願いいたします。 

 

（１）町村税源の充実強化について 

  地方税は、地方自主財源の根幹をなし、地域の自主性及び自立性の向上

を担保するものであることに鑑み、次により、その充実強化をはかること。 

ア 国と地方の最終支出の比率と租税収入の比率における大きな乖離を

縮小し、地方が担うべき事務と責任に見合うよう、国税と地方税の税源

配分を見直すこと。 

イ 地方税は地域偏在性の少ない税目構成とし、地方交付税の原資は地域

偏在性の比較的大きな税目構成とすること。 

 

（２）地方交付税の充実強化について 

   三位一体改革により、地方公共団体の一般財源総額は大幅な減額となり、

この間、地方税においては税制改正による税源移譲及び定率減税の廃止、

また、地方交付税においては地方再生対策費の創設等一定の措置がなされ

たものの、一般財源総額の復元には程遠い状況となっています。 

 さらに、税源移譲がなされたことにより自主財源の乏しい町村と財源が

潤沢な大規模自治体とで住民に提供する行政サービスに、いわゆる「自治

体間格差」が生じ、また、その格差は拡大をしています。 

   つきましては、地方交付税のもつ本来の役割である財政調整機能及び財
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源保障機能を堅持し、交付税率を引上げるとともに三位一体改革において

削減された地方交付税を復元・増額すること。 
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４ 医療保険制度について 

 

（１）国民健康保険対策について 

構造的な問題を抱えた国民健康保険の状況は、急速な高齢化の進展によ

り、ますます危機的な方向に向かっています。 

このような中、国民健康保険の持続可能性を確保するため、平成２４年

度において財政基盤強化策の恒久化や都道府県単位による広域化の推進

などを踏まえた国民健康保険法の改正がなされました。 

また、埼玉県においても「第２次埼玉県市町村国保広域化等支援方針」

が策定され国民健康保険の課題に取り組む体制が強化されたところです。 

つきましては、このような状況を踏まえ、引き続き積極的な情報提供

をされるとともに次のとおり要望いたします。 

ア 国民健康保険制度が安定かつ持続可能な運営ができるよう「第２次

埼玉県市町村国保広域化等支援方針」に基づき、県が主体となり国保

の広域化に向け取り組むこと。 

イ 持続可能な社会保障制度を維持するため、国が責任をもって国民健

康保険を支えるよう、国に対して国庫負担率の引き上げ等の財政支援

を強く要望すること。 

 

（２）国民健康保険の健全運営に係る財政調整機能の強化について 

国民健康保険は、被保険者の年齢構成が高いため、医療費水準が高

く、毎年、医療費は増加を続けている状況にあり、また、無職者の増

加により保険税収入の増加が期待できないなどの構造的な問題を抱え

ております。 

平成２４年度からは、都道府県の財政調整機能強化と市町村国保財

政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整交付金が給

付費等の７％から９％に拡充されたところであります。 

つきましては、拡充された調整交付金については、前期高齢者の加

入割合に応じて交付される交付金と同様に高齢化率に配慮するなど、

より保険者の実情に即した形で配分、交付されるよう要望いたします。 

また、被保険者の利便性を考慮して、医療費助成制度の現物給付方



7 
 

式の導入をしていますが、医療費は増加し、療養給付費等の国庫負担

金等は減額される現状において、調整交付金等を活用した財政支援措

置の拡充を要望いたします。 

 

(３) 後期高齢者医療制度の安定的な確保について 

  高齢者が安心して医療を受けることができる社会を実現するた

めの後期高齢者医療制度は、既に住民に定着しており、必要な見直

しを行う際には地方と充分協議を行うとともに、町村に過重な負担

とならないよう円滑な実施について国に要望するようお願いしま

す。 
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５ 保健医療対策について 

  

（１）乳幼児医療費支給事業における県の補助対象年齢の拡大及び現物給付の

統一化について 

    乳幼児医療費支給事業の平成２５年４月（平成 25 年度中改正含

む）の県下市町村の実施状況では、補助対象年齢を小学生以上とし

ているところが１市を除く全市町村（うち約８割が中学生までを対

象としている）であり、また窓口払いの廃止（現物給付）について

は、約９割の市町村が実施している状況にあります。 

つきましては、次のことを要望いたします。 

ア 現在、就学児童分の医療費の一部補助については、市町村単

独で行っているところであり、既に実際の実施状況と埼玉県の

補助対象には大きな隔たりがあります。これまでの要望の回答

の中で、一人あたりの医療費の推計では、就学後は就学前より

下がっていることから、医療費が多くかかる年齢に対応できて

いるとのことでしたが、医療費の実績では、就学後も一人あた

りの医療費は就学前と拮抗した支出額になっています。子育て

家庭の経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境を整

備するため、補助対象年齢を見直し中学校終了まで拡大される

と共に所得制限や自己負担金の廃止等、補助制度を拡大するこ

と。 

イ 各町村では、支払い・精算手続きが統一的に実施できる範囲

（医療機関等の同意等）を精査した上で現物給付の地域設定を

行っており、結果的に町村内又はその近隣地域までに留まって

います。受給者の利便性を図るため、県下、広域実施に向け、

埼玉県において医療機関等との調整を図り、一括で現物給付を

進めること。 

 

（２）流行が予想される病気に対する予防接種への助成について 

 首都圏では昨年から風しんが流行し、厚生労働省からも平成２５年

２月に「先天性風しん症候群の発生予防等を含む風しん対策への協力



9 
 

について」の通知があったところです。 

  抗体を持たない又は低い抗体価の妊婦が風疹に罹患（特に妊娠初期）

すると、胎児に感染し、難聴や心疾患、白内障、緑内障などの障害（先

天性風しん症候群）が起こる可能性があり、住民の生活に非常に危険

なものとなっています。 

本来であれば、国が助成をすべきものですが、東京都、神奈川県、

千葉県では、いち早く市町村への助成を行うことを決定しました。 

埼玉県内でも一部の市町では、妊婦の周りにいる方の予防接種への

助成を行っています。 

首都圏に多く通勤・通学する本県においても、感染拡大を可能な限

り抑制するためにも、風しんはもちろん、流行が予想される病気に対

する予防接種への助成について国に対し要望するとともに、県独自で

も助成を検討するよう要望いたします。 
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６ 福祉対策について 

 

（１）サービス付高齢者住宅について 

この３月に発表された日本の将来推計人口によると、２０２５年の高

齢者人口は３，６００万人で、高齢化が３０％を超える超高齢化社会に

突入すると言われております。 

 国は、高齢者の単身あるいは夫婦世帯の急激な増加や要介護度の低い

高齢者が特別養護老人ホームの入居者あるいは申込者になっていること

から、高齢者の居住の安定確保に関する法律を改正し、サービス付き高

齢者住宅の供給促進のための支援措置を設け、高齢者の居住の安定を図

っています。 

 この住宅の登録事務については都道府県、政令市、中核市で認められ、

埼玉県においては登録事前協議要綱で、供給戸数の目途を高齢者人口の

２％と定め、地域バランスに配慮した供給に努めるとされておりますが、

業者から申請があった場合、法律上の要件である規模や設備等を満たし

ていればこの２％を超えていても登録せざるを得ません。 

 県北部の町村における高齢者向け住宅の相談は、これまでに多数寄せ

られるとともに、一部の町では運営開始後の供給率が目途の２％の倍以

上である４％を超え、更に事前協議が終了し登録待ちを加えると１０％

を超えようとするなど、明らかに地価の安い町村で供給過剰の状態とな

っております。 

 設置者にとっての条件は土地や物価等が安価な地方が有利であり、ま

た、人口の少ない小規模町村では、この住宅に対する地元ニーズが必ず

しも高いとは言い難く、都市住民の受け皿となる可能性があります。こ

うした状況は、受入町村の更なる高齢者人口の増加を生むとともに、財

政的な負担に繋がります。 

 つきましては、県が登録を行う際、地域バランスに配慮した供給とな

るよう登録を行っていただくとともに、こうした町村の意見が反映され

るよう登録要件を見直していただきますよう、また、目途である２％を

すでに上回っている町村に対し、財政支援を要望いたします。 
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７ 農林業対策について 

 

（１）鳥獣被害防止対策の充実及び強化について 

野生鳥獣による農作物等の被害は、昨今、市街地にまで拡大し、被害地

域では、農業所得の減少や生産意欲の減退が問題となっており、町村だけ

では解決が困難な「災害」のレベルまで達しており、埼玉県の平成２４年

度農作物鳥獣被害額は約１億６３００万円となっています。 

つきましては、防護柵の設置等による「防護」と有害鳥獣の「捕獲」に

よる地域ぐるみの取り組みが、より一層推進できるよう、十分な予算を継

続的に確保するとともに、個体数を抑制する調査・研究等についても、対

策を講じるなど有害鳥獣被害防止対策の充実・強化について要望します。 

 

（２）遊休農地の解消について 

現在遊休農地の解消に全県内で取組んでいるところでありますが、

現時点での補助対象は農振農用地での解消に対するものとなってい

ます。 

かつて養蚕が盛んだった頃、山を開墾し開墾畑として使用していた

畑が、養蚕の衰退に比例するように手が入らず、遊休農地化していま

す。これらの畑の多くは傾斜地の開墾畑であるため、農用地からは外

れています。傾斜地で南側斜面の場合には果樹の植え付け等の相談を

受けることがあり、町独自の補助金（抜根・整地事業 3 万円／10a

等）で対応している状況です。 

つきましては、農振農用地以外の農振地域内（白地）の遊休農地解

消について、県独自の補助事業を要望いたします。 

 

（３）農振除外の県協議の廃止及び農地転用の許可の権限移譲等について 

政府の新たな特区制度が導入される場合、農地法による農地転用

について４ha 以上は農林水産大臣の許可、２ha 以上４ha 未満まで

は農林水産大臣との協議、２ha 未満は県知事の許可となっている現

状について、全国知事会や埼玉県は農地転用の権限をもっと緩やか

にした特区を認めるよう、方針を打ち出していると聞いています。 
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人口減少や少子高齢化が進む中、将来の町の発展のためには、農

地等を保全しつつ、民間活力を活用した住宅等の整備を促進し、介

在農用地等の宅地への転用を進めることが、地域活力の維持と子育

て世代や若者の定住促進に繋がると考えています。 

このため、その対策として都市計画法による県知事の開発許可を

要しない面積規模である３，０００㎡を超えない範囲において、県

知事への農振除外の協議を不要とし、かつ、農地転用の許可につい

ても町村でできるよう事務の権限移譲を検討し、権限移譲が無理な

場合には特区等の導入、あるいは法制度の見直しについて働きかけ

るよう要望いたします。 
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８ 公共施設等の維持管理について 

 

（１） 社会資本の適正な維持管理に係る支援について 

   高度成長期からの発展に伴い、町村も道路、河川、公園、下水道など社

会資本整備を行ってきましたが、これらの施設は建設から３０年以上経過

したものも多く、老朽化が進んでおります。  
  しかしながら、少子高齢化社会に入り、これらの施設を町村単独で維持

管理する財源や技術者などの人材も不足し、住民の生活基盤の安全、安心

などの確保が難しくなっています。  
  つきましては、次の通り要望いたします。 

 ア 町村道の舗装補修や側溝等の改修について 

町村の管理する道路は、地域住民の日常に密着した生活道路がほと

んどでありますが、その維持補修の経費については、一部交付税措置

はされているものの自治体単独の経費であり、全体の補修が老朽化に

追い付かない状況であります。このため、維持補修工事や町村の道路

構造の技術的基準の条例によらない改修事業にも財政支援がされるよ

う国に対し、要望をお願いします。  
 イ 老朽化した都市公園施設の更新や繁茂しすぎた植栽の管理について  
   大都市近郊自治体の都市公園については、20～30年前に民間企業に

より開発された住宅団地に設営されているものが多く、施設の老朽化

とともに植栽の繁茂が目立ってきています。これら公園の管理につい

ても一部交付税措置がありますが、遊具等の施設の更新や植栽の伐採、

強剪定等についての予算を賄いきれず、これらの経費が各自治体の財

政状況を圧迫しているのが現状であります。 

   つきましては、バリアフリー化など少子高齢化に適応した公園への

改修工事や植栽の植替え等の経費についても、国の社会資本整備総合

交付金を適用できるよう、交付金要綱改正について国に対し要望をお

願いします。 

 

（２）橋梁新設に対する補助金について 

人口の増加や大型商業施設の進出により、県で管理する一級河川に「新し

い橋」を架ける計画をしていますが、橋梁新設にかかる事業費は多大であり、

独自で「新しい橋」を架けることは財政的に大きな負担になり、国や県の補

助事業を要望していているところです。 
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全国的に現存している多くの橋梁が、老朽化に伴い長寿命化修繕計画によ

る架け替えが必要な時期になってきており、橋梁を新規に架設するための国

や県の補助事業は予算不足のため、大変厳しい状況にあり、橋梁新設にかか

る補助金は後回しになり、事業の推進に支障をきたしております。 

つきましては、新設の道路計画に基づき、橋梁を計画する場合、町村負担

が多くなり、事業に支障をきたすことになりますので、新設の橋梁事業に対

し、県の補助制度を創設するとともに、国に補助制度の創設を要望していた

だくようお願いいたします。 
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９ 中心市街地の活性化対策について 

 

町村の中心市街地の多くは社会経済情勢の変化や地域内の長引く景

気低迷とも相まって、空き店舗等の増加や歩行者通行量の減少等により、

その活力が低下しております。  
地域中小小売店の振興や地域コミュニティを担う商店街の活性化を

図るため、農商工連携の推進、商業基盤整備や空き店舗対策、イベント

の開催や買い物バスの運行など商店街等に対する支援について要望い

たします。  
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10 教育の振興について 

 

（１）市町村立小・中学校の臨時的任用教員の４月県費発令日について 

  市町村立小・中学校の臨時的任用教員の４月県費発令日が４月１日で

はなく、４月１０日や４月１６日等の場合、現状として、入学式の準備

等で学校現場が多忙なため、４月１日から県費発令日の前日までは町村

が町村費臨時職員として任用しています。 

本来、市町村立小・中学校の教員の給与・賃金等は県が負担するもの

と考えますので、町村の負担軽減を図るため、臨時的任用教員の４月１

日からの県費発令を要望いたします。 

 

（２）指導方法工夫改善等加配教員の継続・充実について 

  「学力の向上」につきましては、平成２５年度埼玉県教育行政重点施策の

最重要課題として位置づけられており、授業の質の向上が求められています。 

そのための方策として、少人数集団を編制しての教科指導（少人数指導）

や複数の教員による教科指導（ＴＴ指導）、児童生徒の興味・関心や習熟度

別による集団を編制しての指導（習熟度別指導）等、指導方法の工夫改善は

非常に有効な手段であり、効果があるものと確信しています。 

現在、各町村では県費での少人数指導等の加配教員を受けていますが、１

校当たりの人数には限りがあり、教科も限定されています。さらに、多くの

教科で少人数指導や複数の教師で指導するＴＴ指導等が各学校の実態に即

して展開されることで、児童生徒へのよりきめ細かな指導を実践することが

できます。 

こうした指導は、児童生徒の学習習慣の確立や学習意欲を高め、ひいて

は学力の向上にもつなげることができることから、指導方法の工夫改善等

加配教員の継続・充実を強く要望いたします。 

また、町村費負担で加配した教員に対する財政支援も要望いたします。 

 

（３）県費負担における指導主事の派遣について 

現在、学校教育は、いじめや登校拒否の問題をはじめ心と体の健康の問

題など、様々な角度から対処しなければならない教育課題に直面していま
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す。 

このような中、県からは、希望する市町村に指導主事を派遣していただ

き、教育事務所と連携しての訪問指導等をはじめ、学校への直接的な指導・

助言・支援の役割を担っていただいています。 

しかしながら、指導主事の人件費等の配置経費は派遣先の負担となるこ

とから、小規模な町村においては財政的に大きな影響を与えています。  

義務教育の実施にあたっては、国、県、市町村それぞれが役割を分担し、

市町村は、義務教育の直接の実施主体として責任を負うことは承知してい

ますが、町村の規模や財政力等の差によって教育水準の格差が生じないよ

う、県費負担あるいは費用を分担するなど財政面での支援を要望いたしま

す。 

 

（４）グローバル社会に対応した人材の育成について 

   グローバル社会に対応した人材の育成については、若者が留学等で海

外に進出することが重要であると考えますが、近年、海外への留学者数

は、停滞しています。 

多様な国際交流のあり方やグローバル社会に対応した人材の育成をさ

らに進展させていくためには、幼少期からの外国語教育、国際理解を深

める講座、姉妹都市提携を結んでいる自治体との交換留学等、若者が世

界で活躍するための様々な施策を構じていかなければなりません。県に

おいても、海外留学の奨学金制度を実施されていますが、対象をさらに

拡大するなど新たな施策を生み出す必要も考えられます。 

つきましては、来年度以降も国際性を育む教育の推進を継続し、さら

に充実したものとすると同時に、国際交流、教育交流、地域間交流等の

助言・情報の提供及び町村単独事業についても財政支援を要望いたしま

す。 

 

（５）発達障害を含む子どもたちへの支援体制の充実について 

  近年、障害の重度・重複化や多様化、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多

動性障害（ＡＤＨＤ）、自閉症など、発達障害を含む障害のある子ども

たちへの対応や早期からの教育的対応が求められていることから、国に
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おいては、平成１８年に学校教育法等が、また、平成２３年には障害者

基本法が改正され、障害のある児童生徒等に対する特別支援教育を推進

することが法律上も明確にされました。 

これを受け、各小・中学校では、｢校内委員会｣の設置や｢特別支援教育

コーディネーター｣の指名、また、｢特別支援教育支援員｣の配置など、基

礎的な支援体制を整備して取り組んでいるところです。 

埼玉県教育委員会では、支援体制の推進・充実を図っていますが、特

別支援学級のみならず、通常の学級における発達障害を含む障害のある

児童生徒数は年々増加している状況であり、町村では、その対応に苦慮

しているところです。 

つきましては、小・中学校における質の高い特別支援教育を推進する

ために、県立特別支援学校のセンター的機能の強化をはじめ、特別支援

教育担当教員の加配や臨床心理士等の専門スタッフ配置に対する人的・

財政的支援など、埼玉県が進める特別支援教育支援体制のさらなる充実

を要望いたします。 

 

（６）社会教育施設の整備等に係る補助制度等の充実について 

   高齢化、高度情報化が進むなか、生涯学習活動の拠点となる公民館、

図書館、資料館などの社会教育施設の充実がますます必要とされてい

ます。 

    しかしながら、社会教育施設の新設についての補助制度はあります

が、事業の対象とならない多額の費用を要する施設の整備や増改修に

ついては、財政基盤が脆弱な町村が単独財源のみで実施することは困

難です。 

   学校施設については耐震化を核とした改修が進められ、多大な成果

をおさめています。社会教育施設においても緊急総合経済対策の交付

金などを受けて、ソフト・ハード両面の整備・拡充が図られています

が、長期展望に立った計画的な整備を推進するための恒久的な助成制

度はありません。 

   つきましては、社会の現状に即した、地域住民のニーズに応えられる社会

教育施設の整備に係る運用しやすい助成制度の創設を要望いたします。 
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11 交通安全対策について 

 

（１）交通規制施設の適正な管理について 

県内の交通規制施設、特に横断歩道や一時停止などの法定路面表示は、

交通事故防止対策として大変重要なものにもかかわらず、近年、表示が

薄くなっていたり、消えていたりする箇所が大変多く見受けられるよう

になっています。 

交通事故防止対策は、交通安全教育や啓発活動などのソフト対策と交

通規制及び交通規制施設の適正管理などの対策が複合することで、初め

て第９次埼玉県交通安全計画目標「平成２７年までに、交通死亡事故１

２５人以下」が達成できるものと考えています。 

この目標を達成するためにも、毀損した法定路面表示の迅速な補修を

はじめとする交通規制施設の適正な管理を要望いたします。 

 

（２） 主要幹線道路における主要交差点 既存定周期式信号機の太陽光発電ＬＥ

Ｄ信号機への切り替えについて 

      災害直後の混乱時における交通機関の確保は、迅速な避難や支援にと

って必要不可欠なものです。 

   東日本大震災後の計画停電時には、主要幹線道路の主要交差点に発電

機を設置し、警察官が対応していたことから、このような主要交差点に

現に設置してある定周期式信号機を、外部電力を使用しない「太陽光発

電ＬＥＤ信号機」に切り替えることにより、大幅な消費電力低減と災害

等の停電や電気通信網の分断時における継続的な信号処理を可能にし、

迅速な避難や支援も確保できると考えます。 

   つきましては、災害時に有効なＬＥＤ信号機の設置について要望いた

します。 
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12 県指定文化財保存事業について 

  

県指定文化財保存事業については、予算総枠の範囲内で緊急度等を考

慮して県費補助事業を採択しているとのことですが、以前に比べると事

業の対象範囲も限定され、予算も減額の一途であります。 

個人や団体等が所有している県指定文化財については、県費補助金の

手当がなく、所有者負担金と市町村補助金のみでは有効な保護策が講じ

られません。 

つきましては、対象事業の拡大及び補助金の増額について要望いたします。 
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13 県水単価の軽減について 

 

近年、環境問題の観点から水道水の節水が進み、水需要が伸び悩んでお

ります。また、新聞記事によりますと、県の人口が2040年には2010年の

87.6％まで減少するとのことです。今後、このような人口推計のなか水需

要の増加は厳しいと考えられます。   

つきましては、県水の給水単価の軽減について要望いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



22 
 

14 県と市町村による広域徴収組織について 

   

埼玉県、市町村ともに徴収対策の強化に努めているところですが、各々

の組織体制等により、課題も生じているところです。 

県では滞納者の存在が身近でないため実態把握に手間がかかるなどの課

題があり、町村では逆に滞納者の存在が身近過ぎるため、職員が滞納者の

顔見知りである場合や他の行政施策との兼合いで強硬な対応がとりにくい

といった課題があり、滞納処分の執行が思うように進まない原因となって

います。 

担当職員は、業務と割り切って毅然とした対応に努めてはいますが、ど

うしても上記の状況(やりにくさ)が避けきれない状態となってしまいます。 

このため、悪質・困難事例等を広域徴収組織に引き継ぐことにより、滞

納処分の強化と効率化が図られ、併せて厳正さを確保することができると

考えてらてます。 

つきましては、地方税(県、市町村)の徴収対策の強化と効率化のため、

全国的に設置が進んでいる県と市町村による広域徴収組織(滞納整理機構

など)の設置を要望いたします。 



 
 
 
 

郡 ・ 町 村 個 別 事 項 
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【北 足 立 郡】 

○ 伊 奈 町 

都市計画道路伊奈中央線の早期整備について  

伊奈町総合振興計画及び伊奈町都市計画マスタープラン等において周

辺都市との連絡を容易にし、交通を円滑に処理するための幹線道路として

位置づけられている「都市計画道路伊奈中央線」は、県道蓮田鴻巣線の振

替道路として県で整備していただくことになり、一部の区間におきまして

は平成１７年度から用地買収が行なわれ、平成２０年度からは工事が着手

されているところです。 

伊奈町中部区画整理事業により県道蓮田鴻巣線の一部を都市計画道路

伊奈中央線に付け替えたことにより、車の流れが変化し、伊奈中央線の交

通量が大変激しくなっています。第１期整備区間に引き続き、２期、３期

整備区間につきましても早期着工を要望します。 

 

 

【入 間 郡】 

○ 三 芳 町 

県道５６号さいたまふじみ野所沢線「多福寺交差点」、県道３３４号三

芳富士見線「三芳中学校交差点」の早期の改良整備及び県道３３４号三芳

富士見線の歩道未整備箇所の早期整備について 

県道５６号さいたまふじみ野所沢線多福寺交差点につきましては、交通

量の増大や右折車によって朝夕を中心に慢性的な交通渋滞が生じ、交通事

故が多発する危険箇所として地元住民から改良要望が強くなっています。

また、同様に県道３３４号三芳富士見線三芳中学校交差点につきましても、

慢性的な渋滞に伴い歩行者の危険が増大しています。両交差点ともに、三

芳スマートＩＣの重要なアクセスポイントであり、三芳スマートＩＣ利用

者の定着・増加（平成24年3月現在、1日の平均利用台数4,360台）ととも

に交差点への負荷は益々増大しています。現在、県道５６号さいたまふじ

み野所沢線多福寺交差点につきましては、用地取得を進めていただいてお

り、また県道３３４号三芳富士見線三芳中学校交差点につきましても用地

測量を進めていただいていますが、両交差点ともに早期に工事に着手して
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いただき改良整備していただきますよう要望します。  

また、県道３３４号三芳富士見線の歩道につきましては順次整備をして

いただいていますが、特に「ダイエーからイムス病院付近まで」「国道２

５４号藤久保交差点から役場入口交差点付近まで」「三芳小交差点付近」

など未整備箇所の危険が地元住民から指摘されています。つきましては、

県道３３４号三芳富士見線の歩道未整備箇所の早期整備を強く要望しま

す。 

 

○ 毛 呂 山 町 

都市計画道路 川越坂戸毛呂山線の整備について 

都市計画道路 川越坂戸毛呂山線は、毛呂山町から坂戸市、鶴ヶ島市、

川越市方面へ至る広域幹線道路でありますが、毛呂山町分については、現

在、未整備となっています。 

平成２５年度に予定されている坂戸西スマートインターチェンジの開

設に伴い、関越自動車道へのアクセス道路となる本路線は、地域の活性化、

観光の振興など地域経済の発展に大きく寄与するものと考えています。今

後、町はもとより、地域の発展には欠かせない重要な道路ですので、一日

も早く事業着手されるよう強く要望します。 

また、交通量の増加による通行者への危険性が増す恐れもありますので、

周辺道路の整備も含めた事業展開をしていただくよう併せて要望します。 

 

○ 越 生 町 

県道川越・越生線及び主要地方道東松山・越生線の歩道の整備について  

越生町内には県道が５路線あり、いずれも町民の通勤、通学にとって 

重要な幹線道路であり、さらに、一年を通し多くの観光客が訪れるため 

交通量も相当あります。 

  県道川越・越生線（新飯能寄居線バイパスから旧飯能寄居線までの間）

は幅員が狭く車両のすれ違いも困難であるうえ、本路線沿いには駅及び

私立高校がありますが、一部歩道が整備されていないため、安心して通

行できる道路とは言い難い状況です。 

  さらに、平成２３年度に新飯能寄居線バイパス（越生・毛呂山間）が
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開通したことに伴い、本路線の大型車両の交通量も増加傾向にあります。 

  また、東松山・越生線についても、新飯能寄居線バイパス（越生・毛

呂山間）の開通により、そのアクセス道として、交通量が特に通学時間

帯に増加していますが、飯能寄居線の交差点から春日橋には歩道の整備

がされていないため、誰もが安心して通行できる道路とは言えない状況

です。 

  つきましては、歩行者の安全確保の観点からも、早急な歩道整備を要

望します。 

 

【比 企 郡】 

○ 滑 川 町 

主要地方道深谷東松山線歩道未整備区間の整備促進について  

滑川町の総合振興計画後期基本計画の中に、広域幹線道路網整備のた

め、県道の整備促進の施策があります。滑川町では国の補助事業である、

まちづくり交付金事業・社会資本整備総合交付金事業等により、近年増加

する交通量や大型車両に対応するため、町内の道路改良工事を行い、歩道

整備を進めています。 

現在の主要地方道深谷東松山線は、滑川町と境界を接する熊谷市（旧江

南町）においては両側歩道が整備され、滑川町区間においては片側歩道と

なっています。本路線は地域の幹線道路となる１・２級町道を結び、町内

の道路交通網の要となるとともに、通学路として指定されるなど、生活圏

となる地域住民のコミュニュティを結ぶ重要路線として位置づけられて

います。 

また、滑川町・東松山市の区画整理事業等による人口増加や、大型店舗

の進出により一般車両及び物流のための大型車両の交通量が急激に増加

しています。 

近年多発する通学者・高齢者による歩行者事故に対応し、安心・安全を

確保するため、主要地方道深谷東松山線の両側歩道化の整備促進を強く要

望します。 
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○ 嵐 山 町 

一般県道菅谷寄居線の道路改良について   

一般県道菅谷寄居線は、嵐山町の市街地から寄居町へと繋がる交通量が

大変多い主要道路となっています。 

   特に当県道は、大型車の通行が多く、交通事故も多く発生しています。 

     昨年要望を行いましたが、「まずは、現在嵐山町内で行っている事業箇

所の整備を進め、事業の進捗状況をみながら検討してまいります。」とい

う回答でした。 

    しかしながら、児童・生徒の通学路となっている本道路が長年放置され、

新たな取り返しのつかない事故が起こらないとも限りません。 

    引き続き交通事故のないまちづくりを進めていくため、一般県道菅谷寄

居線の危険箇所の道路改良を要望します。 

 

○ 川 島 町 

川島インター産業団地の拡張整備の推進について  

首都圏中央連絡自動車道は平成２６年度にも県内全線が開通する予

定であり、東北自動車道から東名自動車道までつながることを見据え、

企業立地のニーズが高まっています。 

埼玉県は、災害が少ない地域であり、巨大マーケットに隣接してい

て、当日配送が可能にできる交通アクセスの良さにより、近年は、通信

販売向けの物流施設や工場などが川島インターチェンジ周辺を始め県

内各地で建設されています。 

川島町では、インターチェンジを中心とした産業系拠点の形成を推

進しており、川島インターチェンジの開通とともに整備された産業団地

は、すでに全区画分譲され、雇用の創出、地域経済の活性化に寄与して

います。 

現在、「田園都市産業ゾーン基本方針」に基づき、既存の川島インタ

ー産業団地を拡張し、民間事業者による産業団地整備及び企業誘致を計

画しています。 

県では、産業団地の造成を行っておりますが、県内で企業誘致を進め

ていくにも、民間のニーズに応えるだけの立地できる事業用地が不足し
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ていると聞いています。 

つきましては、埼玉県都市整備部を中心に、圏央道開通というタイミ

ングを逃さず、市町村と連携してスピード感ある産業基盤づくりの支援

をしていただきますよう要望します。 

 

○ 吉 見 町 

主要地方道東松山鴻巣線の整備促進について         

主要地方道東松山鴻巣線は、町の中央を東西に連絡し、当地域と近隣都

市及び主要な交通施設とを結ぶ主要幹線です。具体的には関越自動車道の

東松山インターチェンジから国道２５４号、国道４０７号並びに、国道１

７号を東西に結ぶ路線であり、鉄道のない当町にとっては極めて利用頻度

の高い路線であることから、当該路線の早期整備は、町はもとより、地域

住民の強い要望です。 

当該路線は、平成１７年８月に第１期重点推進区間として道の駅「いち

ごの里よしみ」から荒川右岸堤までの１，９３０ｍが、平成２４年３月に

第２期重点推進区間の県道東松山桶川線の分岐点から市野川左岸堤まで

の１，４３０ｍが供用開始となり通行の利便性が高まり交通量が増してい

ます。 

交通量の増大に伴い、県道小八林久保田下青鳥線との交差部（久保田交

差点）は朝夕の交通渋滞が恒常的なものとなっています。つきましては、

交通渋滞の解消のため久保田交差点の改良を始め、県道東松山桶川線の分

岐点周辺から道の駅「いちごの里よしみ」までの第３期重点推進区間の整

備促進の重要性を御理解いただき、早期に着工くださいますよう要望しま

す。 

 

○ 鳩 山 町 

県道の改良事業について 

鳩山町内には主要地方道東松山･越生線をはじめとする県道が４路線あ

りますが、いずれの路線も町民の通勤や通学等に重要な幹線道路となって

います。しかしながら一部箇所には、歩道も無い未改良区間があり、沿線

住民からはこれらの県道改良について強い要望が寄せられています。 
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国道や鉄道駅の無い当町において、交通手段を唯一県道に頼る状況から、

県道の改良・整備は重要な課題となっています。県におかれましても、こ

のような事情を考慮いただき、下記区間の改良事業を早期に実施されます

よう要望します。 

（１）一般県道岩殿・岩井線の改良について（鳩山町大字赤沼地内） 

 重郎橋を中心とする約 500ｍの区間については、歩道はもとより、セ

ンターラインもない狭あいな道路となっています。そのため、歩行者や

自転車は、常に危険にさらされながら通行している状態です。また、豪

雨時には通行止になるなど道路機能を麻痺させる事態がしばしば発生

しています。 

 つきましては、このような状況を一刻も早く改善していただきたく、

重郎橋の架け替えを含めた早期改良を要望します。 

（２）主要地方道東松山･越生線の歩道整備について（鳩山町大字熊井地内） 

 熊井地内から越生町境までの約 1300ｍの間は、未歩道区間となって

いますが、学童や生徒の通学路でもあり、その安全確保にはたいへん苦

慮するところであります。これまでも、PTA や保護者会を始め、各方面

の方々のご協力により、交通安全のための道路標識や注意看板の設置等

を実施しています。 

現在、当局におかれまして用地取得にご尽力いただいておりますが、

こうした実情をご理解いただきまして一刻も早い全線歩道整備の完成

を要望します。 

（３）一般県道ときがわ・坂戸線の改良について（鳩山町大字熊井～赤沼地内) 

JA埼玉中央農協鳩山支店前から小用交差点付近までの約 1700ｍの区

間には、役場を始め中学校、保健センター、総合福祉センターなど町

の主要公共施設があることから、住民を始め多くの人の往来がありま

す。しかしながら、当該区間は歩道幅員が狭く、且つ左右に断続的に

あることから、歩行者は、その都度車道を横断して通行する状況であ

り、たいへん危険な区間となっています。 

また、中学生の通学路でもあり、登下校時の交通事故に対する不安

から保護者からも改良を強く望まれておりますので、早期に改良をし

ていただきますよう要望します。 



   29  
  

○ ときがわ町 

国・県指定文化財の史跡の整備、保全について  

ときがわ町には、国・県・町あわせて６６件の指定文化財が所在し

ます。このうち、国・県指定２７件のうち、土地に由来した史跡が国

１件、県２件となっています。 

文化財は本来国民共有の財産とされ、近年では観光資源としての積

極的な活用も叫ばれて久しいところです。特に国・県指定史跡は内容

の濃さと同時に土地に根ざしたものであることから、国民そして県民

にとっても象徴的な文化遺産と位置付けられています。これらは、地

域住民には馴染み深く、また県民には是非知っていただきたい地域資

源となり、史跡整備を促進することは、地域意識の醸成に寄与するも

のと考えます。 

しかしながらこうした史跡は、一定の面積を持つ場合が多く、整備、

保全には財政的な困難も付きまといます。県民が来訪できる整備が完

了しているものは少なく、現状維持的な管理業務が行われている場合

が多い状況です。 

   ときがわ町での国・県指定史跡に関する取り組みは、草刈など日常

的な管理業務を中心に、各史跡の保全事業を展開してきたところでで

すが、平成２４年度は国指定史跡比企城館跡群小倉城跡の米松を１０

５本伐採する大規模な環境整備を行いました。平成２６年度において

も、草刈、不要木伐採や用地買収を含めた遊歩道整備を予定している

ところです。 

つきましては、国・県指定史跡の整備、保全事業に対し支援をいただ

きますよう要望します。 

 

【秩 父 郡】 

○ 秩父郡町村会 

秩父地域の幹線道路網の整備について 

秩父地域の生活、経済、文化、観光等を振興し、さらには、ちちぶ定

住自立圏構想の実現に向け、地域の活性化を図るためには、中心市の秩

父市と周辺４町を結ぶ幹線道路網の整備は必要不可欠であります。 



   30  
  

  つきましては、緊急な整備を要する次の路線の整備等を要望します。 

１ 一般国道１４０号秩父中央バイパスの整備促進について 

   ・ 皆野町～秩父市間の早期工事完成 

   ・ 秩父市～小鹿野町間（仮称）秩父小鹿野バイパスの事業化・着手 

   ・ 小鹿野町以西の路線の早期決定 

２ 一般国道２９９号の改良工事について 

・  自歩道の全線早期整備 

・  小鹿坂トンネルの早期開削 

・ 未改良区間の早期着手 

３ 主要地方道皆野両神荒川線の改良工事について 

・ 小鹿野町両神薄御霊地内の交差点部の早期改良 

  ・ 全線改良の早期実施 

４ 主要地方道熊谷・小川・秩父線の道路改良及び定峰トンネル整備につ

いて 

   ・ 自歩道の全線早期整備 

   ・ 道路幅員の狭い箇所の改良 

   ・ 定峰峠部分のトンネル化 

５ 主要地方道長瀞玉淀自然公園線の道路改良について 

  ・ 全線改良の早期実施 

６ 県道秩父停車場秩父公園線の延長及び長尾根トンネル整備について 

  ・ 長尾根のトンネル化 

７ 一般県道の改良工事について 

  ・ 両神小鹿野線の未改良区間の早期改良 

  ・ 薄小森線の早期改良 

  ・ 藤倉吉田線の未改良区間の早期改良 

 

○ 秩父郡町村会 

支障木の伐採による路面の凍結危険箇所等の解消について 

秩父地域に住む多くの住民は、公共交通が十分でないことから、通勤や

買い物などの日常交通手段における自動車利用の割合は非常に高くなっ

ています。 
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  また、来訪者のほとんどがマイカー利用者である地域もあり、秩父地

域内外の移動は自動車に依存している状況です。 

このようななか、冬場は、山間部の県道等の路面凍結による交通事故が

毎年のように発生しています。特に、沿道樹木により日当たりが悪い箇所

は、路面の積雪や凍結となることが多く、交通事故の危険性が高まるだけ

ではなく、移動手段を車に頼る住民にとりましては、日常生活に支障をき

たす状況にもなっています。 

   現在、道路管理者であります県におかれましては、除雪等は行ってい

ただいておりますが、日当たりを阻害している沿道樹木は道路敷外が多

く、道路管理者である県では伐採することができない現状です。 

  つきましては、道路上の残雪や路面凍結を解消し交通安全の向上を図

るため、危険箇所となる支障木の伐採などについて補助事業等を検討し

ていただきますよう要望します。 

 

○ 横 瀬 町 

横瀬町大字芦ヶ久保地内、土石流危険渓流倉掛沢及び元芦ヶ久保小学校

跡地裏急傾斜地の土砂災害対策について 

当町の元芦ヶ久保小学校敷地は、町防災計画上の緊急時避難場所に指定

された施設でありますが、施設のほとんどが、隣接して流れる倉掛沢を原

因とする土砂災害防止法に基づく警戒区域（土石流区域）及び裏側の山林

を原因とする土砂災害防止法に基づく警戒区域（急傾斜地の崩壊区域）に

指定されています。 

当町芦ヶ久保地区は、人口が年々減少しているとはいえ、多くの住民が

地域の伝統・文化を守りながら生活をしていますが、生活基盤となる箇所

のほとんどが、元芦ヶ久保小学校敷地と同じく土砂災害防止法に基づく警

戒区域となっているため、緊急時避難場所を定めるにも苦慮している状況

です。 

今後、いつ発生するともわからない土砂災害に対し、芦ヶ久保地区全て

の住民が避難できる場所は、元芦ヶ久保小学校敷地を除いては外にない状

況であることから、当町としては、元芦ヶ久保小学校敷地を芦ヶ久保地区

の住民が安全で、安心して避難できる緊急時避難場所にしていくしか選択
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肢がないと考えています。 

つきましては、倉掛沢の砂防指定及び元芦ヶ久保小学校北側山林の急傾

斜地崩壊危険区域の指定並びに一日でも早い土砂災害対策工事を実施し

ていただきますよう要望します。 

 

○ 皆 野 町 

主用地方道皆野両神荒川線道路改良事業推進について         

主要地方道皆野両神荒川線道路改良事業につきましては、平成２１年 

度から日野沢川に架かる「蟹沢橋」の工事に着手いただくなど、順次整 

いただいているところです。工事着手いただいた当該箇所から皆野高 

等学校入口付近にかけては、車道幅員が他と比べると非常に狭く、歩道 

も未設置であることから通行の都度危険を感じています。この区間は現 

在、国神小学校、皆野中学校及び皆野高等学校の児童・生徒の通学路と 

して利用しています。 

   また、昨年度から用地買収に着手していただいた皆野地内の皆野病

院先交差点付近から皆野中学校入口付近は、車道が狭く大型車両のす

り替えがスムーズにできず、ガードレールで区切られた歩道があるも

のの歩道幅が狭いこの区間は、皆野小学校、皆野中学校及び皆野高等

学校の通学路です。さらには、近くに皆野病院も立地しており、通院

者を含めた歩行者、自転車の歩道利用者が多いところです。 

  朝夕の出勤等の時間帯と重なると、自動車、自転車及び歩行者の増加

が著しく、交通安全上危険を伴いますので、一刻も早い整備が必要と

されています。 

   このような状況をご賢察いただき、児童、生徒が安心して通学でき、

また、住民が安心して通行できるよう特段のご配慮をいただきますよ

う要望します。 

 

○ 小 鹿 野 町 

県道小鹿野影森停車場線の津谷橋の修繕と歩道橋の設置について   

県道小鹿野影森停車場線の下小鹿野地内の津谷木と三島を結ぶ津谷

木橋は、赤平川に架かる主要な橋梁ですが、建設から長い年月が経過し、 
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老朽化が進んでいます。 

また、朝晩の通勤時間と児童生徒の通学時には、大変混雑し、交通事故

の発生が大変懸念されています。 

つきましては、早急に橋梁の改善と歩道橋の設置を強く要望します。 

 

○ 東 秩 父 村 

村営バスのバス路線維持対策県補助金の増額について 

東秩父村と寄居町を走る村営バスについて、毎年県より補助金をいた

だき運行をしています。その補助金について平成２２年度は５，８３５千

円、平成２３年度は４，９８０千円、平成２４年度は３，９０３千円とこ

の２年間で１，９３２千円、３割以上減額されています。平成２５年度よ

り小学校が統合され１校になり、朝夕の通学にも村営バスが利用されてお

り、小学校へ通うためには欠くことができません。また、東秩父村と隣接

する寄居町を結ぶ唯一の公共交通機関でもあります。本村の財政も厳しく、

運行を維持するためにも、県補助金の増額を要望します。 

 

【児 玉 郡】 

○ 児玉郡町村会 

国道４６２号線の歩道整備促進について       

国道４６２号線金鑚大師付近の歩道の一部が未整備となっています。

金鑚大師は、古くから児玉郡市を代表する観光スポットであり、年間を

通じて観光客が訪れます。 

  また、この区間は児童、生徒の通学路になっており、地元小中学校Ｐ

ＴＡからも安全確保が強く求められています。 

  つきましては、このような現状をご理解いただき、早期の歩道整備を

要望します。 

 

○ 児玉郡町村会 

国道２５４号線藤武橋と国道４６２号線神流橋の間に橋梁と取付道を整

備し、藤武橋周辺の慢性的渋滞を解消することについて 

 国道２５４号線藤武橋の慢性的渋滞は町民の通勤通学等に多大な支障
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を及ぼしています。 

また、最近では高速道路の合流渋滞を避けるための車両により渋滞が増

加しており、今後も上里スマートインターチェンジの供用開始とその周辺

の工業団地の操業開始、上越新幹線本庄早稲田駅周辺の街びらきによりさ

らに渋滞が増加することが見込まれます。 

  この渋滞を解消し、児玉郡はもとより埼玉県北部地域と群馬県南部地

域を結び、経済や文化など社会活動の更なる発展を担う社会基盤整備が

必要であると確信しています。 

  つきましては、神流川への新橋架橋を含む幹線道路の整備を要望しま

す。 

 

○ 美 里 町 

県道の歩道未整備区間の歩道整備及び県道広木折原線の改良について 

県道熊谷児玉線及び県道本庄寄居線は、交通量の多い県道ですが、歩道

が非連続の状況です。 

特に、県道熊谷児玉線（大字北十条地内及び大字南十条地内）、県道本

庄寄居線（大字阿那志地内、大字甘粕地内、大字猪俣地内）は、通学路に

なっており、小中学生や高齢者等が通行する際、非常に危険な状況であり、

歩行者の安全確保のため早期歩道整備が求められています。 

これらのうち、県道熊谷児玉線（大字北十条地内及び大字南十条地内）

の一部についてはすでに予算化され、事業を進めていただいていますが、

引き続き当該箇所の事業推進にとともに、他箇所の早期着工に御配慮くだ

さいますよう要望します。 

また、県道広木折原線は、美里町の南西部に位置し、国道２５４号と国

道１４０号を結ぶ重要な路線です。現在本路線は、美里町大字円良田地区

から寄居町内の寄居町末野までの区間が未改良であり、車両の円滑な通行

に支障をきたしています。 

つきましては、依然として未整備となっている同区間の道路改良事業の

早期着工を要望します。               
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○ 神 川 町 

県道上里鬼石線の歩道整備促進について       

大字新宿地内の県道上里鬼石線枇杷橋（Ｌ＝６．５ｍ）は道路北側に歩

道がなく高齢者や通学する生徒など利用者が手前の歩道から道路に飛び

出し大変危険な状況です。 

  また、町内の県道上里鬼石線は、枇杷橋を起点にして役場入り口交差

点までの区間で歩道が部分的に未整備で歯抜け区間も存在し、利用者の

安全が確保されていない状況です。 

つきましては、町内の県道上里鬼石線枇杷橋から役場入口交差点までの

区間で歩道が未整備部分の早期整備を要望します。 

 

○ 上 里 町 

県道児玉新町線（上里町勅使河原地内）道路改築事業の促進について 

県道児玉新町線は、本庄市児玉町地区の国道２５４号及び４６２号線か

ら、上里町を南北に縦断し国道１７号線を結び群馬県高崎市へ至る主要な

幹線道路で、トラックやダンプ等の大型輸送車両の交通量が多い路線です。 

特に勅使河原地内のＪＲ高崎線付近の未改良区間は、上里中学校や賀美

小学校の通学路としても利用される生活道路ですが、近年の国道１７号沿

いの大型商業施設出店により交通量が増加しており危険な状況となって

います。 

さらに、上里サービスエリア周辺地区産業団地への企業立地で幹線道路

の役割は増大するものと考えます。 

埼玉県においては、道路改築工事に向けて平成２４年度から測量設計等

が実施されているところですが、一日でも早く歩行者の安全と円滑な交通

が確保されるよう、事業の推進を要望します。 

 

【大 里 郡】 

○ 寄 居 町 

一般県道赤浜小川線の道路改良促進について 

一般県道赤浜小川線は、一般国道２５４号の東側に位置し、東武東上線
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男衾駅周辺と小川町をつなぐ幹線道路です。また、関越自動車道花園イン

ターチェンジから県道菅谷寄居線、町道１２３号線を経て県道赤浜小川線

へ至るルートは、一般国道２５４号と並行する重要な南北方向の幹線であ

り、本町の企業誘致にとりましては、不可欠な社会基盤です。 

  また、本路線は、一般国道２５４号のバイパスの整備とともに、交通

量を分散させるためには不可欠な幹線であり、交通渋滞解消の役割を担

う路線でもあります。本年度より、本田技研工業株式会社寄居工場が稼

働し、交通量の増加が予想されます。よって、小川町境より寄居町大字

赤浜地内の主要地方道熊谷寄居線Ｔ字路交差点の未整備区間を整備する

ことが重要であると考えています。 

平成２２年度において一部区間が着工されましたが、現在は休止状態に

なっています。周辺地域の道路環境の中で本路線の担う役割を検討いただ

き、更なる整備促進をしていただきますよう要望します。 

 

【南埼玉郡・北葛飾郡】 

○ 埼葛町長会 

広域農道の県道昇格について   

広域農道（町道Ⅰ級１１号線）は、県東部地域の幸手市～春日部市を

結ぶ広域幹線道路であり、県道境・杉戸線、次木・杉戸線、惣新田・春

日部線が交差する重要なアクセス路線です。この路線はダンプ、トラッ

ク等の大型車両の交通量が特に多く、交通量は年々増加傾向です。特に

国道１６号、国道４号からの通行車両にとって当該路線は重要な役割を

果たしていることから、早急な県道昇格を要望します。 

 

○ 埼葛町長会 

県道東武動物公園停車場線の拡幅整備について    

現在、東武動物公園駅東口通り線（都市計画道路）は、東武動物公園

駅（宮代町内）から一般国道４号までの区間が未整備となっています。

平成１８年度からは、埼玉県が中心となって、東武動物公園駅から県道

堤根・杉戸線までの区間（県道東武動物公園停車場線）の整備に向けた

検討が進められています。平成２０年８月には、地域住民による「まち
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づくり協議会」が発足し、関係住民の合意形成に向け、協議・検討を進

められています。 

東武動物公園駅東口の新しい顔作りに向けて、まちづくりを支える本路

線の拡幅整備を積極的に推進していただき、国道４号までのスムーズな交

通動線を確保するため、町道区間を県道として一体的に整備を要望します。 

 

○ 埼葛町長会 

都市計画道路新橋通り線の一般国道４号線までの延伸と県道蓮田・杉戸

線の整備促進について     

県道蓮田・杉戸線は、宮代町内にある東武鉄道の踏切により、交通渋滞

が顕著でしたが、アンダーパスの整備により、渋滞が解消されました。し

かし、宮代町の百間５丁目地内では、従来の路線に戻る箇所の交差点部が

大きく屈曲し、かつ、五叉路で交差する複雑な構造となっており、交通安

全上においても危険な状態となっています。これらの改善を図るため、県

道蓮田・杉戸線を整備すると共に並行する新橋通り線（都市計画道路）を

県道蓮田・杉戸線のバイパスとして一般国道４号までの延伸整備を要望し

ます。 

 

【南 埼 玉 郡】 

○ 宮 代 町 

都市計画道路新橋通り線の延伸及び県道（蓮田杉戸線、東武動物公園駅

停車場線）の拡幅整備等の推進  

都市計画道路新橋通り線及び県道蓮田杉戸線についてですが、都市計

画道路新橋通り線は、主要地方道春日部･久喜線とＴ字交差で接続されて

います。並行する一般県道蓮田･杉戸線は、幹線道路ですが、他県道を重

用するなど屈曲や歩道未整備区間も多く、沿線地域の交通安全や経済活

動等に支障をきたしています。 

平成２０年度に県施工の都市計画道路新橋通り線（東武鉄道とのアン

ダーパス）が完成し踏切での慢性的な交通渋滞が緩和されました。しか

しながら、当町の百間５丁目地内の五差路については複雑な交差点とな

っていますので、歩行者・自転車等の横断に支障を来たしています。 
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また、当該路線付近では、道仏土地区画整理事業を展開しており、都

市計画道路新橋通り線を一般国道４号まで延伸することにより、安心安

全の確保と多大な経済効果が期待されています。 

次に、県道東武動物公園駅停車場線についてですが、周辺市街地と東

武動物公園駅東口を結ぶ本路線は、通勤・通学だけではなく、地域住民

の日々の生活を支えるとともに、イベント開催時には多くの県民が利用

する非常に重要な交通結節道路です。また、東武動物公園駅は、東武伊

勢崎線と東武日光線とのターミナル駅であり、またバス路線が多方面に

発着していることから、１日に約３万２千人の乗降客を擁する県東部地

域の主要駅の一つです。 

しかしながら、現道の幅員が狭く、大半が歩道未整備であることから、

多くの歩行者や自転車利用者にとって大変危険な状態となっています。 

平成１８年度から埼玉県が中心となって本路線の拡幅整備に向けた検

討が進められた結果、平成２０年９月には地域住民による「まちづくり

協議会」が発足し、地域住民の合意形成に向けて、地域住民が主体とな

った検討・協議が進められてきました。 

平成２４年度には、協議会でまとめた「まちづくりプラン」を踏まえ、

整備に向けた課題であった東口駅前広場の都市計画決定が告示されたた

め、本路線の整備に向けた地域住民の機運が今まで以上に高まっていま

す。 

このような状況を踏まえ、平成２５年度は、駅前広場にかかる測量調

査等を実施することにより、早期事業化に向けた更なる合意形成を図っ

てまいります。 

つきましては、県道蓮田杉戸線百間５丁目地内の五差路の交差点改良、

都市計画道路新橋通り線の国道４号までの延伸及び県道東武動物公園駅

停車場線の拡幅整備の早期事業化を要望します。 

 

【北 葛 飾 郡】 

○ 杉 戸 町 

県道次木・杉戸線の交差点改良について 

杉戸深輪産業団地内を通過する「県道次木・杉戸線」につきましては、



   39  
  

産業団地側から主要地方道松伏・春日部・関宿線との交差点東側までの

区間について、交差点の右折帯を含め整備が済んでいます。 

しかしながら、主要地方道松伏・春日部・関宿線との交差点西側部分

と国道４号春日部古河バイパスとの交差点については右折帯が設置さ

れておらず、朝夕の通勤時間帯を中心に交通渋滞が発生し、地域住民か

らも早期の交差点改良を望む声が上がっています。 

また、国では国道４号春日部古河バイパスの４車線化工事を順次進め

ており、平成２４年度の補正予算により杉戸町内の４車線化工事に着手

すると聞いています。 

さらに、杉戸深輪産業団地の北側に、埼玉県田園都市産業ゾーン基本

方針に基づく先導モデル地区として、杉戸屏風深輪地区（約２４ha）が

指定されており、圏央道（仮称）幸手インターチェンジの開通も平成２

６年度以降に予定されているため、周辺道路の交通量の増加が想定され

ます。 

この周辺状況の変化に対応し、交通環境の向上を図るためにも、県土

整備部におかれましては県道次木・杉戸線と主要地方道松伏・春日部・

関宿線及び国道４号春日部古河バイパスとの交差点改良工事を推進し

ていただきますよう要望します。 

 

○ 松 伏 町 

県営「まつぶし緑の丘公園」の整備促進及び駐車場の増設について 

     県営「まつぶし緑の丘公園」は、町内初の県営大規模公園であるとと

もに県南東部地域のランドマークとなる緑豊かな小高い丘を築くなど

「人と環境に優しい都市公園」として、多様な生物を育む緑豊かな自然

環境を創出し、訪れた人が樹林や野鳥、昆虫、草花などとのふれあいの

中で、心も体も元気になるような県民参加による公園づくりが進められ

ています。 

公園整備にあたっては、平成１２年度から、調整池、管理棟、駐車場

等の整備がされ、平成１９年４月１日に一部（約６ｈa）が開園されま

した。その後、平成２２年４月には大型休憩舎を含む広場ゾーンが２．

９ｈa拡張され、本年３月２３日には水辺ゾーン（６．８ｈa）が完成し、
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より一層来園者が増加することが見込まれています。 

当公園は、健康維持増進拠点、自然環境とのふれあい拠点、スポーツ・

レクリエーションの活動拠点など様々な拠点として、多くの県民の方か

ら早期の全面開園が期待されています。また、すでに供用開始されてい

るエリアも好評を博しており、休日ともなると多くの利用者が来園する

ことから、たびたび駐車場が満車となり、利用者の皆様に不便を強いる

ことも発生しています。 

つきましては、まつぶし緑の丘公園の整備促進及び駐車場の増設につ

いて要望します。 
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